
（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

6,025,534
1,555,753

0
5,271,112

3,588,494
394,349

16,050,858
△ 43,610

資産合計 負債及び純資産合計 230,070,050

2,507,086
2,764,026
2,496,513

230,070,050

709,773

純資産合計 126,347,901△ 7,828

1,015

831,451
5,488,494
1,900,000

18,920,746
11,499,213
2,120,780
9,378,433

0

749,835

1,541,353
75,308

1,466,044

814,749
14,770,234

△ 9,160,987

△ 108,148,149
22,019

△ 9,798

2,867,581
△ 1,388,269
208,919,365

2,061,014 219,290,304
121,969,684 △ 92,942,404
18,892,186

0 151,133
0 負債合計 103,722,149
0

0 0
0 530,853
0 958,584

△ 8,528,172 956,420
17,787 0

△ 17,787 11,538

90,880,465 19,117,698
△ 56,371,697 9,098,757

12,043,005 6,490,230

65,978,163 4,642,000
25,734,939 3,902,440

158,609 0

214,019,192 94,623,392
193,557,094 66,961,255

【様式第１号】

連結貸借対照表
（令和４年３月31日現在）

科目 金額 科目 金額



（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

288,356

288,356

71,620,102

71,799,681

0

108,777

15,033

81,068

0

0

12,677

2,161,297

1,373,588

587,771

8,920

776,896

41,742,629

25,325,255

16,233,846

0

183,527

6,216,891

4,055,594

82

78,016,572

36,273,944

7,979,037

6,322,722

435,688

377,954

842,673

26,921,319

18,937,777

270,012

7,713,449

【様式第２号】

連結行政コスト計算書
自　令和３年４月１日
至　令和４年３月31日

科目 金額



(単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 208,085,633 △ 81,436,488

純行政コスト（△） △ 71,620,102

財源 65,550,225

税収等 39,809,274

国県等補助金 25,740,951

本年度差額 △ 6,069,877

固定資産等の変動（内部変動） 1,290,551 △ 1,290,551

有形固定資産等の増加 9,265,562 △ 9,265,562

有形固定資産等の減少 △ 7,794,517 7,794,517

貸付金・基金等の増加 2,024,417 △ 2,024,417

貸付金・基金等の減少 △ 2,204,910 2,204,910

資産評価差額 301,392

無償所管換等 △ 2,255,725

比例連結割合変更に伴う差額 6,804,710

その他 11,868,453 △ 10,950,197

本年度純資産変動額 11,204,671 △ 11,505,916

本年度末純資産残高 219,290,304 △ 92,942,404

△ 2,255,725

918,256

△ 301,245

126,347,901

301,392

6,804,710

△ 6,069,877

【様式第３号】

連結純資産変動計算書
自　　令和３年４月１日

至　　令和４年３月31日

科目 合計

126,649,145

△ 71,620,102

65,550,225

39,809,274

25,740,951



（単位：千円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

比例連結割合変更に伴う差額

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高 6,025,534

前年度末資金残高 4,743,773

本年度末資金残高 5,071,727
1,287,550

2,402,977

9,265,562

773,382
180,424
953,807

1,916,357
184,162
108,060

0
4,490,422

本年度資金収支額 △ 959,596

1,983,989
220,921
338,100

△ 455,565

0
7,116,362

△ 6,983,719

1,394,403

7,110,399
5,964

8,510,765
7,734,024

776,741

15,033
1,078

10,120

0
11,474,141

4,629,720

16,111

1,416,394
41,676,254
25,325,255
16,233,846

0
117,153

69,781,632
39,541,256
23,742,515
4,036,532
2,461,329

587,771

【様式第４号】

連結資金収支計算書
自　　令和３年４月１日

至　　令和４年３月31日

科目 金額

65,145,921
23,469,667
7,650,034

13,815,469



連結財務書類に係る注記 

 

１．重要な会計方針 

（１） 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なも

のは原則として再調達原価としております。また開始後については、原則として取得原価

とし再調達は行わないこととしております。 

 

（２） 有価証券等の評価基準及び評価方法 

出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表

価額としております。出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表

価額としております。ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化に

より出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。な

お、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当

するものとしております。 

 

（３） 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

定額法を採用しております。 

② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 

（４） 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

過去5年間の平均不納欠損率により計上しております。 

② 賞与引当金 

翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対

象期間の割合（4/6か月）を乗じた額を計上しております。 

③ 退職給付引当金 

地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従って

おります。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、経常収益その他へ振り替えております。 

④ 損失補償引当金 

地方公共団体財政健全化法における損失補償債務等に係る一般会計等負担見込額算定方

法に従っております。 

また、当期繰入額がマイナスとなった場合は、臨時利益へ振り替えております。 

 

 



（５） リース取引の処理方法 

ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を

行っております（少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の

賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っております）。 

 

（６） 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の

範囲としております。このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引によ

り発生する資金の受払いも含んでおります。 

 

（７） その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

② 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が50 万円（美術品は300 万円）以上の場合に

資産として計上しています。ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

２．重要な会計方針の変更等 

（１）会計処理の原則 

総務省「新地方公会計制度研究会」報告に基づき、「新統一的な基準」への移行を行っ

ております。これに伴い、固定資産台帳の作成に基づく、固定資産の表示等を行っていま

す。 

 

３．重要な後発事象 

（１）主要な業務の改廃 

特になし 

 

（２）地方財政制度の大幅な改正 

特になし 

 

（３）組織・機構の大幅な変更 

特になし 

 

（４）重大な災害等の発生 

特になし 

 

（５）その他重要な後発事象 

特になし 



４． 偶発債務 

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況 

特になし 

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの 

特になし 

（３）その他主要な偶発債務 

特になし 

 

５．追加情報 

（１） 対象範囲（対象とする会計名） 

① 一般会計（全部連結） 

② 土地取得事業会計（全部連結） 

③ 国民健康保険特別会計（全部連結） 

④ 後期高齢者医療特別会計（全部連結） 

⑤ 介護保険特別会計（全部連結） 

⑥ 駐車場事業特別会計（全部連結） 

⑦ 農業集落排水事業特別会計（全部連結） 

⑧ 電気事業特別会計（全部連結） 

⑨ 工業団地事業特別会計（全部連結） 

⑩ 宅地造成事業特別会計（全部連結） 

⑪ 下水道事業会計（全部連結） 

⑫北上地区消防組合（比例連結） 

 ⑬北上地区広域行政組合（比例連結） 

⑭岩手中部広域行政組合（比例連結） 

⑮岩手中部広域水道企業団（比例連結） 

⑯岩手県後期高齢者医療広域連合（比例連結） 

⑰岩手県市町村総合事務組合（比例連結） 

⑱きたかみ地域振興財団（全部連結） 

⑲和賀町福祉等基金（全部連結） 

⑳北上市体育協会（全部連結） 

㉑日本現代詩歌文学館運営協会（全部連結） 



㉒北上市文化創造（全部連結） 

 

（２） 出納整理期間 

財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受

払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としております。（地方自治法235 

条の5「普通地方公共団体の出納は、翌年度の5月31日をもって閉鎖する。」） 

 

（３） 表示単位未満 

表示単位未満の金額は四捨五入とし、一部合計値と不一致があります。 

 


